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なし 

将来キャッシュ・フローが約定されている場合の金融資産と異なり，成果の不確定

な事業資産の減損は，測定が主観的にならざるを得ない。したがって，減損の存在が相

当程度確実な場合に限って減損損失を認識するために，割引前将来キャッシュ・フロー

の金額が用いられる。 
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固定資産の企業にとっての経済的な価値は，処分予定のものであれば正味売却価

額，使用目的のものであれば使用価値であるが，企業は，通常，そのうち高い方の金額

で回収することを選択するはずである。したがって，正味売却価額と使用価値のいずれ

か高い方の金額である回収可能価額が用いられる。 
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15,400 

12,600 

ソフトウェアの制作費は，その制作目的により，将来の収益との対応関係が異なるこ

とから，我が国の会計基準は，制作目的別に会計処理を定める方法を採用している。 

900 

4,000 

本問のソフトウェアは，販売期間の経過に伴い著しく販売価格が下落する性格を有

するにも関わらず，見込販売数量に基づき減価償却を行っているため，Ｘ1年度とＸ2

年度の収益に対応する減価償却費の計上が不足し，Ｘ3年度に回収不能となった。 
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年金資産は退職給付の支払のためのみに使用されることが制度的に担保されている

ことなどから，これを収益獲得のために保有する一般の資産と同様に企業の貸借対照

表に計上することには問題がある。また国際的な会計基準においても年金資産を直接

貸借対照表に計上せず，退職給付債務からこれを控除することが一般的である。した

がって，「資産の部」に年金資産がそのまま計上されることはない。 

前期末に用いた割引率により算定されている退職給付債務と比較して，期末の割引

率により計算した退職給付債務が 10％以上変動すると推定される場合には，「重要な

影響」があると判断される。 

減価償却方法の変更の場面においては固定資産に関する経済的便益の消費パターン

に関する見積りの変更を伴うものと考えられるため，減価償却方法の変更は会計方針

の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合に該当するものとし，会

計上の見積りの変更と同様に取扱い，遡及適用は行わないとされている。 

期首帳簿価額  2,400,000 円－（2,400,000 円÷8年×2年）＝1,800,000 円 

減価償却費   1,800,000 円÷（6年－2年）＝450,000 円 

①の方法は，実質的に過去の期間への遡及適用と同様の効果をもたらす処理とな

ることから，新たな事実の発生に伴う見積りの変更に関する会計処理としては，適

切な方法ではない。そのため，現在の日本の会計基準では採用されていない。 

わが国の退職給付会計では退職給付見込額の期間帰属方法を費用配分の方法として

捉えており，直接観察できない労働サービスの費消態様に合理的な仮定を置かざるを

得ないことを踏まえれば，労働サービスに係る費用配分の方法は一義的に決まらず，

期間定額基準についても，これを否定する根拠は乏しい。そこで，適用の明確さでよ

り優れていると考えられる期間定額基準を選択することが認められている。 

前払年金費用 100 
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企業が新規業態に進出した場合など，過去の貸倒実績率を用いることができない

場合には，同業他社の引当率や経営上用いている合理的な貸倒見積高を採用する方法

により算定することが考えられる。 

キャッシュ・フロー見積法とは，債権の元本および利息について元本の回収およ

び利息の受取りが見込まれるときから当期末までの期間にわたり当初の約定利子率で

割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差額を貸倒見積高とする方法であり，債

権の元本の回収および利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ること

が可能であり，かつ，債務者の収益を回収原資とする方針である場合に採用できる。 

自己株式を無償で取得しても，取得した会社にとっては資産が増加せず，贈与し

た株主が有していた持分が他の株主に移転するのみ，すなわち株主間の富の移転が生

じているのみと考えられるため，(1)の処理方法が採用されている。 

自己株式の処分が新株の発行と同様の経済的実態を有する点を考慮すると，自己

株式処分差損の場合でも，利益剰余金の額を増減させるべきではなく，払込資本の払

戻しと同様の性格を持つものとして，②の考え方が採用されている。 

キャッシュ・フロー見積法の会計処理は，債権を時価で評価し直すために行われ

るのではなく，債権の取得価額のうち当初の見積キャッシュ・フローからの減損額を

算定することを目的として行われる点で，固定資産の減損会計と共通する。 

自己株式の数のみの増加として処理する方法 

子会社株式は他の企業への支配を目的として保有しており，関連会社株式は影響力

の行使を目的として保有しているため，事業投資と同じく時価の変動を財務活動の成

果とはとらえない。したがって，個別財務諸表において，取得原価をもって貸借対照

表価額とするとされ，時価による評価は行われない。 

自己株式処分差損は，自己株式の取得と処分を一連の取引とみた場合，純資産の

部の株主資本からの分配の性格を有するが，これは株主に対する会社財産の分配とい

う点で利益配当と同様の性格であり，利益剰余金の額の減少と考えるべきである。 
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△3,710 
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非 支 配 株 主 持 分 は ， 返 済 義 務 の あ る 負 債 で は な い た め  

純 資 産 の 部 に 表 示 す る 。 そ の 際 ， 親 会 社 株 主 に 係 る 成 果  

と そ れ を 生 み 出 す 原 資 に 関 す る 情 報 は 投 資 家 の 意 思 決 定

に 有 用 で あ る こ と か ら ， 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利  

益 と 株 主 資 本 と の 連 携 に 配 慮 し ， 非 支 配 株 主 持 分 は 株 主  

資 本 と 区 別 し て 表 示 す る 。 
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1,356 

5,404 
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連 結 処 理 の 場 合 ， 子 会 社 の 損 益 の 総 額 を 勘 定 科 目 ご と  

に 合 算 し て 連 結 損 益 計 算 書 の 当 期 純 利 益 を 算 定 し た 上 で  

子 会 社 の 損 益 の う ち 親 会 社 に 帰 属 し な い 部 分 で あ る 「 非  

支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 」 を 控 除 し た 金 額 が ， 親  

会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 と な る 。 こ れ に 対 し 持 分  

法 処 理 の 場 合 ， 子 会 社 の 損 益 に 対 す る 親 会 社 の 持 分 相 当  

額 を 連 結 損 益 計 算 書 上 「 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 」 と し て  

計 上 し た 上 で ， 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 を 算 定  

す る 。 ま た ， い ず れ の 場 合 も 未 実 現 損 益 は 消 去 す る た め  

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 は 同 じ 金 額 に な る 。 

開 示 後 発 事 象 は ， 発 生 し た 事 象 が 翌 事 業 年 度 以 降 の 財  

務 諸 表 に 重 要 な 影 響 を 及 ぼ す 場 合 に ， 企 業 の 将 来 の 財 政  

状 態 ， 経 営 成 績 お よ び キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 状 況 を 理 解  

す る た め の 情 報 と し て 注 記 が 行 わ れ る 。 完 全 子 会 社 を 吸  

収 合 併 し た 場 合 ， 個 別 財 務 諸 表 上 は 当 該 子 会 社 か ら 受 け  

入 れ る 資 産 お よ び 負 債 の 計 上 等 ， 財 務 諸 表 に 重 要 な 影 響  

を 及 ぼ す た め 注 記 が 必 要 だ が ， 連 結 財 務 諸 表 上 は ， 企 業  

集 団 内 に お け る 純 資 産 等 の 移 転 取 引 で あ り ， 共 通 支 配 下  

の 取 引 と し て す べ て 消 去 さ れ ， 連 結 財 務 諸 表 に は 重 要 な  

影 響 を 与 え な い た め ， 注 記 は 不 要 と 考 え ら れ る 。 


